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国有提供施設等所在市町村助成交付金等に関する要望書 

 

 

 

 日頃から地方行政の発展にご尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

 さて、私ども５市１町には、住宅等の密集した市街地に隣接して、面積合わせて約８

平方キロメートルにも及ぶ広大な米軍横田基地及び立川飛行場（自衛隊立川駐屯地）が

所在しております。 

これらの基地の存在により、私ども市町は、航空機の騒音問題を始め、住民の安全対

策や税財政上の問題、都市基盤整備等に大きな影響を受けています。 

このため、国におかれましては、財政に及ぼす影響などを考慮して国有提供施設等所

在市町村助成交付金及び調整交付金を交付してきておりますが、その交付額は対象資産

額に対する固定資産税相当額に及ばない状況にあります。 

このようなことから、令和７年度の予算編成に当たりましては、別紙要望事項が実現

されますよう強く要望いたします。 

 

 

 令和６年８月２０日 

 

   総 務 大 臣  松 本 剛 明   殿 

 

 

 

立 川 市 長  酒 井 大 史      昭 島 市 長  臼 井 伸 介 

 

 

 

福 生 市 長  加 藤 育 男      武蔵村山市長  山 﨑 泰 大 

 

 

 

羽 村 市 長  橋 本 弘 山      瑞 穂 町 長  杉 浦 裕 之 

 

  



 
 

要 望 事 項 

 

 

１ 交付金の増額について 

  国有提供施設等所在市町村助成交付金（以下「基地交付金」という。）及び施設等所

在市町村調整交付金（以下「調整交付金」という。）については、固定資産税相当額（対

象資産価格の１００分の１.４）に当たる十分な予算額の確保を行い、これを交付する

こと。 

 

２ 対象資産の範囲の拡大・拡充について 

 (1)自衛隊が使用する駐屯地の施設、営舎施設等を対象資産に加え、米軍施設との均衡

を図ること。 

 

 (2)飛行場周辺の指定区域内において国が買い入れた土地についても、対象資産とす

ること。 

 

 (3)自衛隊と米軍の共同運用施設については、共同運用の趣旨にかんがみ、対象資産と

すること。 

 

３ 財源超過団体に対する減額措置の廃止について 

  基準財政収入額が基準財政需要額を超える、いわゆる財源超過団体に対する基地交

付金の減額措置（国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する法律施行令〈昭和３

２年政令第３２１号〉第３条第２項）を廃止すること。 

 

４ 対象資産の早期提供合意について 

  新たに国有提供施設等の資産が増えた場合には、日米地位協定に基づく提供合意を

早期に行うよう関係省庁に働きかけること。 

 

５ 調整交付金の対象資産の明確化について 

  米軍が建設、設置した建物や工作物、いわゆる米ドル資産について、算定の根拠で

ある資産価格等を明らかにすること。 

 

 



 

国有提供施設等所在市町村助成交付金及び 

施設等所在市町村調整交付金の概要について 

 

１ 根拠 

 (1) 国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する法律、同法施行令、同法施行規則 

 (2) 施設等所在市町村調整交付金交付要綱 

 

２ 目的 

  米軍基地等の所在市町村に対し、固定資産税等の減収補填等を目的として、毎年度総務大臣

から交付される。 

 

３ 交付基準 

 (1) 国有提供施設等所在市町村助成交付金 

  ア 国家予算の１０分の７相当額 → 国有提供施設等の資産価格により按分する。 

  イ 国家予算の１０分の３相当額 → 所在市町村の特殊事情を勘案し、総務大臣が配分する。 

 (2) 施設等所在市町村調整交付金 

  ア 国家予算の３分の２相当額  → 米軍所有資産価格により按分する。 

  イ 国家予算の３分の１相当額  → 減収補填的な要素を勘案し、総務大臣が配分する。 

 

４ 国家予算の推移 

                                    (単位 ： 億円) 

区      分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

助成交付金 ２９１．４ ２９１．４ ２９９．４ ２９９．４ ２９９．４ 

調整交付金 ７４．０ ７４．０ ７６．０ ７６．０ ７６．０ 

合      計 ３６５．４ ３６５．４ ３７５．４ ３７５．４ ３７５．４ 

 

５ 交付時期 

  毎年１２月３１日までに交付される。 

 

 

 

  



 [参考資料] 

 

国 有 財 産 台 帳 価 格 に 対 す る 

固 定 資 産 税 相 当 額 と の 比 較 

 

【令和元年度】                                             (単位：千円) 

基  地  名 国有財産台帳価格  固定資産税率 固定資産税相当額  助成交付金額 交付率 

 

横田基地及び 

立川飛行場 

 

７９８，１８５，０７３ １．４％ １１，１７４，５９１ ３，２１４，８７８ ２８．７％ 

 

【令和２年度】                                             (単位：千円) 

基  地  名 国有財産台帳価格  固定資産税率 固定資産税相当額  助成交付金額 交付率 

 

横田基地及び 

立川飛行場 

 

７９９，３２０，４４７ １．４％ １１，１９０，４８６ ３，２０３，３１０ ２８．６％ 

 

【令和３年度】                                             (単位：千円) 

基  地  名 国有財産台帳価格  固定資産税率 固定資産税相当額 助成交付金額 交付率 

 

横田基地及び 

立川飛行場 

 

７９２，２４９，６１３ １．４％ １１，０９１，４９４ ３，３６５，７４６ ３０．３％ 

 

【令和４年度】                                             (単位：千円) 

基  地  名 国有財産台帳価格  固定資産税率 固定資産税相当額 助成交付金額 交付率 

 

横田基地及び 

立川飛行場 

 

７８６，９７４，６８４ １．４％ １１，０１７，６４５ ３，２４３，０２８ ２９．４％ 

 

【令和５年度】                                             (単位：千円) 

基  地  名 国有財産台帳価格  固定資産税率 固定資産税相当額 助成交付金額 交付率 

 

横田基地及び 

立川飛行場 

 

７８６，４３０，５２７ １．４％ １１，０１０，０２７ ３，２３０，７７０ ２９．３％ 

 


